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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

総括研究報告書 

 

「世界精神保健調査に資する大規模疫学調査による 

精神疾患の有病率等を把握するための研究」 

 

研究代表者 西 大輔 

（東京大学大学院 医学系研究科 精神保健学分野 教授） 

 

研究要旨 

ランダムサンプリング・構造化面接といった方法論を用いた大規模地域疫学研究によって、2020年代

前半の日本における精神疾患の有病率、受診率、関連要因等を明らかにすることを目的に、世界精神保

健調査日本調査のサード調査を開始した。2025年度は西日本（近畿、中国、四国、九州）の市区町村を

①政令市（大都市）、②人口 20万以上の市（中都市）、③人口 20万人未満の市（小都市）、④郡部の町村

の 4 層に分け、各層の人口に比例した 47 地点を無作為抽出し、その 47 地点の住民基本台帳に基づき、

各地点から 20 歳以上 75 歳未満の男女 55 人を無作為抽出し、47 地点×55 標本= 2,585 人に研究参加を

依頼した。関東再調査では、同様の方法で 25地点を新たに無作為抽出し、1地点あたり 55人、合計 1375

人を、研究参加を依頼する対象者とした。 

面接調査に関しては、西日本では 846人(回答率 32.7%)が、関東再調査では 398人（回答率 28.9％）が面

接を完了した。自己記入式質問紙調査に関しては、西日本では 908人（回答率 35.1％）、関東再調査では 419

人（回答率 30.5％）より回答を得た。統合失調症の調査に関しては、合計 7人の面接を完了した。 

統合失調症に関しては、西日本では、①精神病体験がありわずか以上の苦痛があったと回答した研究参加

者全員の 13人と、②精神病体験があり苦痛がなかったと回答した研究参加者からランダムに 25％を抽出した

9人、合計 22人に精神科医によるオンライン面接への参加を依頼し、①の 1人、②の 2人、合計 3人（13.6％）

の面接を完了した。統合失調症の診断がついた者はいなかった。関東再調査では、①の 5 人と、②の 5 人、

合計 10 人に精神科医によるオンライン面接への参加を依頼し、①の 1人、②の 3人、合計 4人（40.0％）の

面接を完了した。診断がついたのは①の 1人であった。 

拒否者調査は、面接調査の拒否者のうち、拒否者調査の質問紙の発送に承諾を得られた方に研究参加

を依頼した。西日本では 1063人に依頼して 291 人から（回答率 27.4％）、関東再調査では 635 人に依頼して

131 人から（回答率 20.6％）回答を得た。 

2023年度からの 3年間で合わせて 3030人の面接調査完了者を確保した。3年間のデータを合わせて解

析することで、2020年代前半の日本における精神疾患の有病率等を明らかにする。 

 

分担研究者  

立森久照 慶應義塾大学医学部 

医療システムイノベーション寄附

講座 

佐々木那津 東京大学大学院医学系研究科 

精神保健学分野 

研究協力者 

浅岡紘季 東京大学大学院医学系研究科 

精神保健学分野 

 

Ａ.研究目的 

疫学によって疾患の頻度や関連要因等を明ら

かにすることは、精神疾患の受療ニーズを明ら

かにしたり、その対策を立てたりする上で非常

に重要である。特に精神疾患の場合は、診断基準

を満たす状態であっても医療機関を受診しない

人が過半数であるため、医療機関を受診した患

者のみを対象とする調査では国全体の実態を明

らかにすることができず、地域住民を対象とし

た大規模疫学研究が必要である。 

これまでに、世界保健機関（WHO）とハーバー

ド大学がとりまとめる世界精神保健調査の一環

として、わが国では世界精神保健調査日本調査

ファースト（WMHJ、2002－2006 年）および同調
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査セカンド（WMHJ2、2013－2015 年）が行われ、

比較的頻度の高い精神疾患（気分障害、不安障害、

物質関連障害）の有病率や受療率、その関連要因

等が明らかにされてきた(1) (2)。しかし、2020

年からの新型コロナウイルス感染症の感染拡大

によって、感染拡大前と比べて世界中でうつ病

や不安症が 25％以上増加したことが推定されて

おり(3)、有病率や受療率、およびその関連要因

も大きく変化した可能性がある。また、WMHJ お

よび WMHJ2 は精神保健疫学調査用の構造化面接

である WHO 統合国際診断面接 (Composite 

International Diagnostic Interview, CIDI)の

第 3版（CIDI 3.0）を用いて実施されたが、精神

疾患の国際的診断基準が DSM-5 に改訂されたこ

とに伴い、CIDIも第 5版(CIDI 5.0)に改訂され

ている。 

コロナ禍のメンタルヘルスへの影響を検討す

るためにも、CIDI5.0を用いて世界精神保健調査

日本調査のサード調査を実施することが必要と

考えられる。本研究は、国際的な診断基準の変更

を踏まえたうえで、ランダムサンプリング・構造

化面接といった方法論を用いた大規模地域疫学

研究によって、2020 年代前半の日本における精

神疾患の有病率、受診率、関連要因等を明らかに

するとともに、WMHJ および WMHJ2 のデータとの

比較によって経時的な変化についても検討する

ことを目的とする。2025 年度に関しては西日本

地域の調査および 2023年度に回答率が低かった

関東地域の再調査を行うことを目的とした。 

 

Ｂ.研究方法 

2025 年度に関しては西日本の市区町村を①政

令市（大都市）、②人口 20万以上の市（中都市）、

③人口 20万人未満の市（小都市）、④郡部の町村

の 4層に分け、各層の人口に比例した 47地点を

無作為抽出し、その 47地点の住民基本台帳に基

づき、各地点から 20 歳以上 75 歳未満の男女 55

人を無作為抽出し、47地点×55標本= 合計 2,585

人を、研究参加を依頼する対象者とした。関東再

調査では、同様の方法で 25地点を新たに無作為

抽出し、1地点あたり 55人、合計 1375人を、研

究参加を依頼する対象者とした。 

調査は面接調査と自己記入式質問紙を用いた

留置調査の 2 つの方法を用いて実施した。面接

調査には CIDI5.0を用いた。CIDI5.0では、PCの

画面上に所定の質問が決められた順に表示され

る。調査員は、画面上の質問を読み上げ、得られ

た回答を入力画面に入力した。面接調査では、

WMHJ および WMHJ2 で有病率に関するデータを収

集したうつ病、双極性障害、不安症群（パニック

障害、社交不安障害、広場恐怖、全般性不安障害）、

PTSD、アルコール使用障害に加えて、精神病体験

のセクションも実施した。 

精神病体験のセクションに関しては、精神病

体験があり、わずか以上の精神的苦痛があると

回答した者全員と、精神病体験はあるものの精

神的苦痛はないと回答した研究参加者からラン

ダムに 25％を抽出して二次面接を依頼し、精神

科医によるオンライン面接を行った。 

さらに、研究参加者と研究参加を拒否した者

とでは、人口統計学的背景や精神健康の程度が

異なる可能性がある。そのため、研究参加を拒否

した者に関しても、最低限の人口統計学的背景

や精神健康の状態を把握しておくことが望まし

い。そのため、本調査依頼時に本人または家族か

ら拒否の意向を示された場合、後日、調査会社よ

り説明文書とともに所要時間 1－2分の質問紙を

送ってもよいか確認し、送ってもよいと答えて

いただいた方に質問紙を郵送した。さらに、本研

究の一環として、CIDI 5.0データを用いた ICD-

11 に基づく精神疾患の診断方法についても検討

を行った。 

（倫理面への配慮） 

本研究は人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針を遵守して行われる。主機関において

倫理委員会から研究計画の承認を受けた。 

 

Ｃ.研究結果 

面接調査に関しては、西日本では 846 人(回答

率 32.7%)が、関東再調査では 398人（回答率 28.9％）

が面接を完了した。2023 年度、2024 年度と合わ

せると、合計で 3030人（回答率 33.2％）の面接

調査完了者を確保した。自己記入式質問紙調査に

関しては、西日本では 908人（回答率 35.1％）、関

東再調査では 419 人（回答率 30.5％）より回答を

得た。2023 年度、2024 年度と合わせると、合計

で 3349人（回答率 36.7％）の質問紙調査完了者

を確保した。 

統合失調症に関しては、西日本では、①精神病

体験がありわずか以上の苦痛があったと回答した
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研究参加者全員の 13人と、②精神病体験があり苦

痛がなかったと回答した研究参加者からランダム

に 25％を抽出した 9人、合計 22人に精神科医によ

るオンライン面接への参加を依頼し、①の 1人、②

の 2人、合計 3人（13.6％）の面接を完了した。統

合失調症の診断がついた者はいなかった。関東再

調査では、①の 5人と、②の 5人、合計 10人に精

神科医によるオンライン面接への参加を依頼し、

①の 1人、②の 3人、合計 4人（40.0％）の面接を

完了した。診断がついたのは①の 1人であった。 

拒否者調査は、面接調査の拒否者のうち、拒否

者調査の質問紙の発送に承諾を得られた方に研

究参加を依頼した。西日本では 1063人に依頼して

291 人から（回答率 27.4％）、関東再調査では 635

人に依頼して 131 人から（回答率 20.6％）回答を

得た。 

 

Ｄ.考察 

西日本地域に関しては、面接調査の回答率は

関東地域よりも高く東日本地域よりも低かった。

一般的に都市部では回答率が低くなることが調

査会社でしばしば経験されており、西日本地域

は関東地域を除く東日本地域よりも大都市が多

いことが東日本地域より低い回答率につながっ

た可能性が考えられた。関東地域の再調査に関

しては、2023 年度の関東地域の調査よりも回答

率がやや低く、関東地域においては謝金の増額

は回答率上昇にはつながらなかった。 

統合失調症調査に関しても研究参加者は 7 人

であり、2023年度の 3人よりは多かったが 2024

年度の 8 人よりは少なかった。本面接を終えて

から別日に 2 回目の面接に協力する必要がある

こと等から、十分な研究参加者数を確保するこ

とは容易ではなく、謝金の増額の効果も限定的

だったと考えられる。 

拒否者調査の回答率は 24.9％であり、2023 年

度、2024 年度よりも若干高かった。いったん調

査への協力を拒否した方に依頼していることを

踏まえれば、想定以上の回答率が得られている

と考えられた。 

 

Ｅ.結論 

ランダムサンプリング・構造化面接といった

方法論を用いて、2025 年度は西日本地域の調査

と関東地域の再調査を完了した。3年間合わせて

3030 人の面接調査完了者を確保した。3 年間の

データを合わせて解析することで、2020 年代前

半の日本における精神疾患の有病率等を明らか

にする。 

 

F．健康危険情報 

なし。 

 

G.研究発表 

1.論文発表 

なし。 

 

2.学会発表 

なし。 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1.特許取得 

なし。 

2実用新案登録 

なし。 

3.その他 

なし。 
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（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年３月３１日 

厚生労働大臣 殿  

 機関名 慶應義塾大学 

所属研究機関長 職 名 学長 

氏 名 伊藤 公平 

次の職員の令和 ７ 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合 研究事業 

２．研究課題名 世界精神保健調査に資する大規模疫学調査による精神疾患の有病率等を把握するための研

究  

３．研究者名  （所属部署・職名）医学部・特任教授 

 （氏名・フリガナ）立森 久照・タチモリ ヒサテル 

４．倫理審査の状況 

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
■ □ ■ 

東京大学大学院医学系研究

科・医学部 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：     ） 
□ ■ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項） 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関： ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和８年３月１９日 
厚生労働大臣 殿                                        
                                                                                           

                  

                              機関名  国立大学法人東京大学 
 
                      所属研究機関長 職 名  学長 

                                                                                      

                              氏 名  藤井 輝夫          
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                                  

２．研究課題名  世界精神保健調査に資する大規模疫学調査による精神疾患の有病率等を把握するための研究                                  

３．研究者名  （所属部署・職名）大学院医学系研究科 精神保健学分野・講師                                 

    （氏名・フリガナ）佐々木 那津・ササキ ナツ                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 東京大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 

（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 




